
・被災住宅の修理の補助制度です

・半壊以上の人は７０．６万円、準半壊の人は
３４．３万円の修理補助が受けられます

・「自分の資力では修理できない人」が対象
ですが、所得証明書などでの資力審査は
現在は行われていません

・お金をもらう制度ではなく、自治体が修理
契約の一部を引き取る制度なので、契約前、
最悪でも業者にお金を払う前に、自治体に
相談する必要があります

・修理の対象は細かく限定されています
（直近の被災自治体のHPなどで、どの工事が対象に
なるか確認して下さい）

・応急修理制度を使うと、修理後は仮設住宅に
は入れませんし、公費解体制度も利用できなく
なります（併給禁止 利用判断は慎重に！）

災害直後１ 応急修理制度



・所得条件も、使途の限定もないので、この
給付の対象になる罹災証明書をもらった人
にとっては、罹災証明書が小切手になるぐら
いの価値があります

・中規模半壊以上が対象と、誤った説明がさ
れることがありますが、半壊の人や、地盤に
被害ある人が、建物を「解体」した場合には、
全壊の人と同じ給付を受けられます

・この「解体世帯」は、やむを得ずの解体が
必要とされますが、審査は厳格でなく、修理
に相当金額（たとえば５００万円程度）がか
かる場合には、やむを得ない解体と認めても
らえる運用です

・解体世帯として基礎支援金をもらうために
は、解体後の滅失登記まで必要です

災害直後 ２ 基礎支援金



・所得要件がかなり厳しいので
ご注意を
（１人世帯２２０万円、２人世帯４３０万円、３人世
帯６２０万円、４人世帯７３０万円など）

・当初３年は返済なし、無利子です

・４年目からの利子は条例（自治体）
によって異なります（ずっと無利子の
自治体もあります）

・家財の３分の１の損害で１５０万円
まで借りられるので、水害の際などは、
床上浸水世帯では利用がしやすい
です

・社協の貸付制度も検討しましょう

災害直後３ 災害援護資金貸付



・応急修理制度と違い、仮設住宅（建設型、
借上げ型、トレーラーハウス型など）を提供
するかは自治体の裁量です。そのため、発表
が遅れる傾向にあります

・大きな災害では、半壊以上の世帯に利用
対象が拡大されることが多いです
（ただし、特に、賃貸住宅の半壊世帯などには、本当に
居住できないのかなどが、写真を提供させるなどして、
厳しく審査される傾向もあります）

・期間は原則最長２年です
ただし、特定非常災害の場合には、延長
の可能性があります

・「自らの資力で住宅を確保できない人」が
対象ですが、厳密な資力審査をする自治体
はあまりありません

そのすこしあと１ 応急仮設住宅



・環境省の、廃棄物処理事業の一環（自治体へ
の補助制度）です

・制度利用自体は自治体の判断なので、自治体
に確認しましょう

・原則、全壊の建物（住宅だけでなく一部の事業
所も）が、無償の解体、撤去の対象です

・例外的に、特定非常災害のときや、自治体が独
自の財源で対象拡大を決めたときには、半壊以
上、大規模半壊以上などに、対象が広がります

・先に自費で解体してしまった人も、遡って
費用償還の対象にしてもらえることが通常です

その少し後 ２ 公費解体制度



・多くの人が知っている「医療費控除」とほとん
ど同じ仕組みです。その災害版で、所得税、住民
税が減免されます。

・その年の所得の１０％（たとえば所得３００万円
なら３０万円）を超える損害が発生したら、確定
申告を検討して下さい

・保険金でもらった分は損害から引かれますが、
たとえば住宅の火災保険をもらっても、家財の損
害からは差し引かれません

・特に、家財の損害は、国税庁がものすごく大き
な金額を推定してくれています（家財の金額を
証明する必要がありません）

・所得を超える損害があった場合には、３年間、
繰り越せるので、３年間、所得税、住民税が０円
になる人もでます

その後すこしあと３ 雑損控除



・原則、基礎支援金をもらった人が、これに加算
してもらえる給付金です

・ただし、新設された中規模半壊の人は、この加
算支援金だけがもらえます（しかも半額です）

・基礎支援金と違って、実際に住宅再建（建設と
か購入とか修理とか転居とか）をすることが
前提で、証明する資料の提出が必要です

・原則、災害から３７か月以内の申請が必要
ですが、申請期限が延長されることもあります

・長期避難世帯の人は、この認定が解除されて
しまうと、加算支援金が申請できなくなります
（認定中に申請の必要があります）

その後 １ 加算支援金



・対象は、住宅ローン、教育ローン、車のローン
など「個人」の借金のみです

・自己破産と違い、次のようなメリットがあります
①手続費用がかからない（国が負担）
②弁護士が手続を支援してくれる
③残せるお金が破産のとき（９９万円）より
かなり大きい（人によっては１０００万円
以上）
④制度を利用してもブラックリストに載らない
⑤保証人に請求されないこともある

・住宅ローンが残っているのに、自宅が被害を
受けて住めなくなってしまった人がこの制度
を使う典型例です

・個人のローンの返済が難しくなってしまった
人は、まずは弁護士会に相談しましょう

その後 ２ 被災ローン減免制度



・住宅金融支援機構（昔の住宅金融公庫）に
よる被災者のための住宅再建の融資制度

・建設や購入資金を借りる場合は、半壊以上の
り災証明書が必要です（抵当権を設定します）

・修理費用を借りる場合は、一部損壊のり災証
明書でも大丈夫です

・通常の住宅ローンと同様の制度（親子リレー
ローンなどもあります）と、高齢者の返済特例
（リバースモーゲージ型）の両方があります

・高齢者（６０歳以上）の返済特例（リバモ）では、
毎月の返済が利息のみになります（６００万円借
りるごとに毎月の返済１万数千円のイメージ）

・高齢者の返済特例（リバモ）では、元金部分は、
死亡時に建物を売却するなどして返済します
（売れなくても相続人に請求されません）

その後 ３ 災害復興住宅融資
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